
第210期定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

業務の適正を確保する体制
株主資本等変動計算書
個 別 注 記 表
連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表

2021年４月１日から
2022年３月31日まで

株式会社

2022年05月26日 13時08分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 1 ―

業務の適正を確保する体制
（1）内部統制システム構築の基本方針

当行は、会社法第399条の13第２項の規定に則り、業務の適正を確保するための体制
（内部統制システム）について、取締役会において「内部統制システム構築の基本方針」を
決議しております。その内容は以下のとおりであります。

内部統制システム構築の基本方針
当行は、「内部統制システム構築の基本方針」を以下のとおり定める。本決議に基づく内

部統制システムの構築は、当行の行是「堅実経営」を具現するものであり、必要ある場合は
速やかに見直すものとする。

1． 取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
（1）全役職員に法令・定款の遵守を徹底するため、「コンプライアンス基本方針」を定め、

リスク統括部を統括部門とするコンプライアンス態勢を整備する。
（2）経営管理委員会を設置し、コンプライアンスに関する重要事項の協議・決定やコンプ

ライアンス態勢の実効性の検証等を行う。
（3）事業年度ごとに当行グループ全体のコンプライアンスを含む「リスク管理プログラ

ム」を策定し、進捗状況を管理・検証することにより、継続的なコンプライアンス態
勢の充実・強化を図る。

（4）コンプライアンスの遵守基準として「職員倫理」を制定し、全役職員に銀行の社会的
使命の自覚を促し、信用保持に向けた意識づけを図る。また、法令・定款等に違反す
る行為を発見した場合の報告体制として内部通報制度を構築する。

（5）財務報告に係る内部統制および開示統制に関する態勢を整備する。
（6）「マネー・ローンダリング／テロ資金供与等防止基本方針」を定め、マネー・ローン

ダリングおよびテロ資金供与等に関与すること、または巻き込まれることを防止する
ための態勢を整備する。

（7）反社会的勢力に対する基本方針を定め、反社会的勢力との関係を遮断し、被害を防止
するための態勢を整備する。

（8）内部統制の妥当性と有効性を監査する部門として監査部を設置し、当該部門の陣容・
専門性に十分配慮した人員配置を行う。

（9）監査部は、「内部監査基本方針」に基づき、コンプライアンス態勢の適切性を検証す
る。また、検証結果を定期的または必要に応じて取締役会および監査等委員会に報告
する。
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2． 取締役の職務執行に係る情報の保存および管理に関する体制
（1）取締役の職務の執行に係る情報の取扱いは、行内の各規程に従い、①取締役会、常務

会、経営管理委員会、ＡＬＭ委員会および四国アライアンス推進委員会等の重要な会
議の議事録、②立案書、③取締役を最終決裁者とする契約書類、④その他取締役の職
務執行に関わる書類等を適切に保存および管理（廃棄を含む）し、閲覧可能な体制を
維持する。

（2）「情報資産管理基本規程」、顧客情報保護に関する規程等を制定し、法令等遵守と信用
の保持のため厳正な情報管理態勢を構築する。

3． 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（1）統一的かつ網羅的なリスク管理統括部門としてリスク統括部を設置する。
（2）リスク管理の基本である「統合的リスク管理方針」に基づき、「統合的リスク管理規

程」およびリスクカテゴリーごとに「リスク管理規程」を制定し、各リスク管理部門
が当該リスクを管理する。

（3）経営管理委員会およびＡＬＭ委員会を設置し、リスク管理に関する重要事項の協議・
決定やリスク管理態勢の実効性の検証等を行うとともに、市場環境の変化によるリス
クの変化を把握し、資産・負債の総合的管理を実施する。

（4）事業年度ごとに当行グループ全体の「リスク管理プログラム」を策定し、進捗状況を
管理・検証することにより、継続的なリスク管理態勢の充実・強化を図る。

（5）「緊急事態管理規程」を制定するとともに、災害・障害等の発生時に備えて、業務継
続計画を含む対応マニュアルを整備することにより、当行グループ全体で危機管理体
制を構築する。

（6）監査部は、「内部監査基本方針」に基づき、リスク管理態勢の適切性を検証する。ま
た、検証結果を定期的または必要に応じて取締役会および監査等委員会に報告する。

4． 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
（1）経営戦略、個別の業務戦略および各種リスク管理等に関する事項を協議する機関とし

て、常務会、経営管理委員会、ＡＬＭ委員会、四国アライアンス推進委員会および経
営会議を設置する。

（2）取締役会は、代表取締役およびその他の業務を執行する取締役ならびに執行役員に職
務分掌に従い、職務執行を行わせる。

（3）適正な自己資本維持による健全性と株主価値向上を勘案し、当行グループ全体の経営
計画および業務運営計画の策定を行う。
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（4）重要な業務執行として、「取締役会規則」に付議事項を定め、これを遵守し、審議の
過程においては善管注意義務および忠実義務に基づき意思決定を行うものとする。

（5）日常の職務遂行に際しては、「内規」、「職務権限規程」等に基づき権限の委譲を行い、
各責任者が委譲された権限を行使し、適切に業務を遂行する。

5． 当行および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
（1）当行は、「内部統制システム構築の基本方針」に従い、グループ全体でのガバナンス

態勢、リスク管理態勢、コンプライアンス態勢を確立する。
（2）取締役会は、当行がグループ経営を行うにあたっての基本的事項を定めた「グループ

会社管理規程」を制定し、グループ連結経営の効率化と適正化を図る。
（3）当該規程に基づき、四半期ごとに子会社による業務執行状況報告会を開催し、経営内

容の把握とリスク情報の共有化を行う。
（4）各子会社にコンプライアンス委員会およびコンプライアンス統括部門を設置し、コン

プライアンス態勢を構築する。
（5）当行グループ内の取引は、法令、社会規範等に照らし適切な条件で行うものとする。
（6）子会社のガバナンス強化のため、当行取締役が子会社の監査役に就任する。

また、業務の執行状況の適正性を監査するために監査部による監査を行う。
（7）当行と子会社との間における不適切な取引または会計処理を防止するため、リスク統

括部は、子会社のコンプライアンス統括部門等と十分な情報交換を行う。
（8）法令等に違反する行為を発見した場合の報告体制として、各子会社に内部通報制度を

構築する。

6． 監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置くことならびに当該使用人の監査等委員以
外の取締役からの独立性および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

（1）監査等委員会の職務を補助すべき部署として監査等委員会室を設置し、専任の職員を
１名以上配置する。

（2）監査等委員会室付職員の任命・異動については、監査等委員会と事前に協議する。
（3）当該職員の人事考課は、常勤監査等委員が行う。
（4）当該職員は、当行の業務執行に関わる役職を兼務せず、監査等委員会の指揮命令下で

職務を遂行する。
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7． 当行および子会社の役職員が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会
への報告に関する体制

（1）当行および子会社の役職員は、取締役会その他の会議において業務執行状況およびそ
の他の必要な情報提供を行う。

（2）当行および子会社の役職員は、監査等委員会に対し一定の事項について速やかに報告
を行う。

（3）当行および子会社の役職員は、監査等委員会が監査に必要な決裁文書等を、常時閲覧
できる体制をとる。

8． 報告者が監査等委員会への報告を理由として不利な取扱いを受けないことを確保するた
めの体制
監査等委員会に対し上記7.(2)の報告を行った当行および子会社の役職員が当該報告を

したことを理由として不利な取扱いを受けることを禁止し、その旨を当行および子会社の
役職員に周知徹底する。

9． 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務
の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
監査等委員が監査等委員会の職務の執行について、当行に対し、会社法第399条の２第

４項に基づく費用の前払等の請求をしたときは、経営統括部において審議の上、当該請求
に係る費用または債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないことを証明した場合を
除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

10． その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
（1）代表取締役は、監査等委員と定期的な意見交換を行い、意思疎通を図る。
（2）監査等委員会とリスク統括部・監査部・会計監査人が情報交換を行い、緊密に連携で

きる体制を構築する。
（3）監査等委員会は、監査に必要あるときは、独自に弁護士、公認会計士、コンサルタン

ト等の専門家と契約を行うことができる。
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（2）内部統制システムの運用状況の概要
当行では、業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）について、経営管理委

員会において執行状況・管理態勢等の評価を行うとともに、「内部統制システム構築の基本
方針」の見直しの必要性の有無を定期的に検討し、取締役会に報告することにより、内部統
制システムの整備とその適切な運用に努めております。
「内部統制システム構築の基本方針」に基づく運用状況の概要は以下のとおりであります。

1． 取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することならびに取締役の職務の
執行が効率的に行われることの確保
取締役会を12回開催し、経営計画、業務運営計画および予算の策定などについて審議

を行ったほか、業務執行状況等のモニタリングを行いました。当行では、コンプライアン
スを経営の最重要課題の一つとする「コンプライアンス基本方針」を定め、全役職員に法
令・定款の遵守を徹底しています。また、取締役会の決議により、業務執行上の一定の重
要事項については、常務会、経営管理委員会、ＡＬＭ委員会および四国アライアンス推進
委員会等に委任し、効率的な意思決定を行いました。

2． コンプライアンス態勢
コンプライアンスに関する重要事項を協議する全行的機関として経営管理委員会を設置

し、コンプライアンスに関する重要事項の協議・決定やコンプライアンス態勢の実効性の
検証等を行っています。事業年度ごとにコンプライアンスに関する具体的な計画として当
行グループ全体のコンプライアンスを含む「リスク管理プログラム」を策定し、半期ごと
に経営管理委員会・取締役会に進捗状況等を報告しました。

3． リスク管理態勢
統合的リスク管理態勢の整備・確立を経営の最重要課題の一つとする「統合的リスク管

理方針」を定め、リスクカテゴリーごとに「リスク管理規程」を制定しています。事業年
度ごとにリスク管理に関する具体的な計画として当行グループ全体の「リスク管理プログ
ラム」を策定し、半期ごとに経営管理委員会・取締役会に進捗状況等を報告しました。
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4． 当行および子会社から成る企業集団における業務の適正の確保
各子会社においても「内部統制システム構築の基本方針」を制定し、グループ全体での

ガバナンス態勢、リスク管理態勢、コンプライアンス態勢を確立しています。各子会社に
内部通報制度を構築しているほか、四半期ごとに各子会社の業務執行状況報告会を開催
し、経営内容および各子会社の課題について報告を受け、情報の共有化を図りました。

5． 監査等委員会の監査が実効的に行われることの確保等
監査等委員会とリスク統括部・監査部・会計監査人が適宜・適切に意見交換・情報交換

ができる態勢としています。また、代表取締役と監査等委員会との定期会合を実施し、当
行が対処すべき課題、銀行を取り巻くリスク、監査等委員会監査の環境整備の状況など幅
広く意見交換を行いました。
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第210期（2021
2022

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金合計
当期首残高 23,452 16,232 16,232
当期変動額
剰余金の配当
別途積立金の積立
当期純利益
自己株式の取得
自己株式の処分
土地再評価差額金の取崩
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)
当期変動額合計 ― ― ―
当期末残高 23,452 16,232 16,232
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（単位：百万円）
株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式 株 主 資 本合 計利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合 計固定資産

圧縮積立金
株式消却
積 立 金 別途積立金

繰越利益
剰 余 金

当期首残高 14,064 560 2,995 136,520 16,758 170,898 △3,529 207,054
当期変動額
剰余金の配当 △1,696 △1,696 △1,696
別途積立金の積立 7,000 △7,000 ― ―
当期純利益 11,030 11,030 11,030
自己株式の取得 △960 △960
自己株式の処分 △0 △0 389 389
土地再評価差額金の取崩 8 8 8
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)
当期変動額合計 ― ― ― 7,000 2,342 9,342 △571 8,770
当期末残高 14,064 560 2,995 143,520 19,100 180,240 △4,100 215,825
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（単位：百万円）
評価・換算差額等

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 評価・換算
差額等合計

当期首残高 73,014 △1,528 5,134 76,620 283,675
当期変動額
剰余金の配当 △1,696
別途積立金の積立 ―
当期純利益 11,030
自己株式の取得 △960
自己株式の処分 389
土地再評価差額金の取崩 8
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) △14,667 1,503 △8 △13,172 △13,172

当期変動額合計 △14,667 1,503 △8 △13,172 △4,401
当期末残高 58,346 △24 5,126 63,448 279,273
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個別注記表

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針
1．有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子

法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については時価法（売
却原価は移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により
行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

2．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

3．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産は、定額法を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 19年～50年
そ の 他 ４年～８年

（2）無形固定資産
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内に

おける利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。
（3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用
年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決
めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

4．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。

5．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権

及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお
書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可
能性が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額（以下、「非保全額」という。）に対
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する予想損失額を計上しております。予想損失額は、３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の
一定期間における平均値に基づく予想損失率により算定しており、予想損失率には、必要と認める下限値
を設定しております。
上記以外の債権については、今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上して

おり、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平
均値に基づく予想損失率により算定しております。
「資本的劣後ローン(早期経営改善特例型)」や「十分な資本的性質が認められる借入金」については、
「資本性適格貸出金に対する貸倒見積高の算定及び銀行等金融機関が保有する貸出債権を資本性適格貸出
金に転換した場合の会計処理に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第32
号2020年９月９日）に基づき、「劣後性を有する資本性適格貸出金の回収可能見込額をゼロとみなして
貸倒見積高を算定する方法」により算定しております。
また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先以外の債権のうち、「宿泊業」、「飲食業」など新型コロナウ

イルス感染症の影響が大きい業種の一定の条件に該当する債務者に係る債権については、次のとおり予想
損失額を算定しております。
① 条件変更を行っていない債務者については、債権額に、条件変更を行った際に発生が見込まれる信

用リスクの増加を勘案した予想損失率を乗じた額を計上
② 条件変更を行っている債務者については、債務者区分に応じた予想損失額に加え、非保全額に一定

の毀損率を乗じた額を計上
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立

した資産監査部署が査定結果を監査しております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保

証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額してお
り、その金額は18,610百万円であります。

（2）役員賞与引当金
役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当事

業年度に帰属する額を計上しております。
（3）株式報酬引当金

株式報酬引当金は、役員への当行株式の交付等に備えるため、株式交付規程に基づき、役員に対する株
式給付債務の見込額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

（4）睡眠預金払戻損失引当金
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、

将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり、必要と認める額を計上しております。
（5）偶発損失引当金

偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶発事象に対し、将来発生する可能性のあ
る損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。
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6．退職給付に係る会計処理の方法
当行はリスク分担型企業年金制度及び確定拠出年金制度を採用しており、要拠出額をもって費用処理をし

ております。
7．収益の計上方法
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）及び「収益認識に関する会計基
準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号2021年３月26日）を適用しており、約束した財又はサービ
スの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識し
ております。
当行は、次の５つのステップを適用し顧客との取引に関する収益を認識しています。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。
当行の顧客との取引に関する収益は、主として約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で認

識される取引サービスに係るものであり、為替業務等に係る手数料、資金取引等に係る手数料、証券業務等
に係る手数料、代理業務等に係る手数料、その他銀行サービスの提供等に係る手数料等が含まれます。
8．ヘッジ会計の方法
（1）金利リスク・ヘッジ

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基
準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号2022年
３月17日。以下、「業種別委員会実務指針第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。
ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出
金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価し
ております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変
動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。なお、ヘッジ手段とヘッジ対象の条件がほ
ぼ同一のヘッジについては、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動又はキャッシュ・フロー変動を
ほぼ相殺しているため、有効性の評価を省略しております。
また、これらのヘッジ関係に、「LIBORを参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱い」（実務対応報

告第40号2022年３月17日）を適用しております。
（2）為替変動リスク・ヘッジ

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨
建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第
25号2020年10月８日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、
外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等
をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額
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が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。
9．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によっております。ただ

し、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。

会計方針の変更
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用し、
約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる
金額で収益を認識することといたしました。これによる影響額はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会
計基準第10号2019年７月４日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新
たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これにより、その他有価証券のうち市場価格
のある株式の期末日の時価について、期末月１カ月の市場価格の平均に基づいて算定された価額から、期末日
の市場価格に基づいて算定された価額に変更しております。
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重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書

類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
1．貸倒引当金
（1）当事業年度に係る計算書類に計上した額

貸倒引当金 16,752百万円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
① 算出方法

貸倒引当金の算出方法は「重要な会計方針」「5．引当金の計上基準」「（1）貸倒引当金」に記載して
おります。
② 主要な仮定

主要な仮定は、「債務者の将来の業績見通し」であります。「債務者の将来の業績見通し」は、各債務
者の収益獲得能力を個別に評価し、設定しております。また、新型コロナウイルス感染症の経済への影
響については、2022年度は、全体としては前年度並み若しくは若干低下するものの、「宿泊業」、「飲
食業」など特定の業種においては依然として影響が大きく、当該業種の債務者については、他の業種と
比べて信用リスクが高まると仮定し、貸倒引当金を算定しております。これによる追加引当額は785百
万円であります。
③ 翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響

個別貸出先の業績変化及び新型コロナウイルス感染症の経済への影響が、当事業年度末の見積りに用
いた仮定と大きく異なる場合は、翌事業年度に係る計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす
可能性があります。

追加情報
（役員報酬ＢＩＰ信託)

当行は、中長期的な業績の向上と企業価値増大への貢献意識を高めることを目的とし、取締役（監査等委員
である取締役及び社外取締役である者を除く。）及び執行役員（取締役と併せて以下、「取締役等」という。）
を対象に、「役員報酬ＢＩＰ信託」による業績連動型株式報酬制度を導入しております。
1．取引の概要
当行が定める株式交付規程に基づき、取締役等に対し、業績及び役位に応じてポイントを付与し、そのポ

イントに応じた当行株式及びその換価処分金相当額の金銭を退任時に信託を通じて交付及び給付します。
2．信託が保有する当行の株式に関する事項
（1）信託が保有する当行の株式は、株主資本において自己株式として計上しております。
（2）信託における当事業年度末の帳簿価額は704百万円であります。
（3）信託が保有する当行の株式の当事業年度末の株式数は202千株であります。
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（信託型従業員持株インセンティブ・プラン)
当行は、当行のグループ職員を対象に、当行グループの中長期的な企業価値向上へのインセンティブを付与

すると同時に、福利厚生の増進策として、持株会の拡充を通じた職員の株式取得及び保有を促進することによ
る資産形成支援を目的とし、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」を導入しております。
1．取引の概要
当行は信託銀行に「阿波銀グループ職員持株会専用信託」（以下、「従持信託」という。）を設定し、従持信

託は、その設定後３年間にわたり「阿波銀グループ職員持株会」（以下、「持株会」という。）が取得すると見
込まれる数の当行株式を予め取得します。その後は、従持信託から持株会に対して継続的に当行株式の売却
が行われるとともに、信託終了時点で従持信託内に株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益
相当額が残余財産として受益者適格要件を満たす職員に分配されます。
なお、当行は、従持信託が当行株式を取得するための借入に対し保証をしているため、当行株価の下落に

より、従持信託内に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点において従持信託内に当該株式売却損相当の
借入金残債がある場合は、保証契約に基づき、当行が当該残債を弁済することになります。
2．信託が保有する当行の株式に関する事項
（1）信託が保有する当行の株式は、株主資本において自己株式として計上しております。
（2）信託における当事業年度末の帳簿価額は286百万円であります。
（3）信託が保有する当行の株式の当事業年度末の株式数は114千株であります。
3．総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額
総額法の適用により計上された借入金の当事業年度末の帳簿価額は、337百万円であります。

（退職給付制度）
当行は、2021年４月１日に確定給付企業年金制度を「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号

2016年12月16日）第４項に定める確定拠出制度に分類されるリスク分担型企業年金へ移行しております。移
行に伴う会計処理については、「リスク分担型企業年金の会計処理等に関する実務上の取扱い」（実務対応報告
第33号2016年12月16日）及び「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号
2016年12月16日）並びに「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第
２号2007年２月７日）を適用しております。
また、当行において設定しておりました退職給付信託を解約しております。
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注記事項
（貸借対照表関係）
1．無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、国債に56,166百万円含まれ
ております。
2．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、
債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証
しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限
る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金、支払承諾見返の各勘定に計上されるも
の並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によ
るものに限る。）であります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 15,646百万円
危険債権額 27,159百万円
三月以上延滞債権額 254百万円
貸出条件緩和債権額 7,328百万円
合計額 50,388百万円
破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事

由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従

った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債
権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産

更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれ
らに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

（表示方法の変更）
「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（2020年１月24日内閣府令第３号）が2022年３月31日
から施行されたことに伴い、銀行法の「リスク管理債権」の区分等を、金融機能の再生のための緊急措置に
関する法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。
3．手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け
入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しており
ますが、その額面金額は、6,812百万円であります。
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4．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 313,062百万円
担保資産に対応する債務
預金 12,695百万円（日本銀行代理店契約によるもの）
債券貸借取引受入担保金 40,945百万円
借用金 254,000百万円

上記のほか、為替決済、公金事務取扱等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券
1,578百万円及びその他の資産20,049百万円（中央清算機関差入証拠金20,000百万円、その他の資産49
百万円）を差し入れております。
また、その他の資産には、保証金258百万円が含まれております。

5．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合
に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約
であります。これらの契約に係る融資未実行残高は378,029百万円であります。このうち原契約期間が１
年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが364,494百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金
融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又
は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じ
て不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業
況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
6．土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行
い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部
に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日 1999年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公

布政令第119号）第２条のうち第１号に定める地価公示価
格、第２号に定める基準地標準価格に基づいて、奥行価格
補正、時点修正等合理的な調整を行って算出。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土
地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 7,584百万円

7．有形固定資産の減価償却累計額 32,274百万円
8．有形固定資産の圧縮記帳額 734百万円
9．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証
債務の額は 19,198百万円であります。
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10．貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース
契約により使用しております。

11．関係会社に対する金銭債権総額 10,809百万円
12．関係会社に対する金銭債務総額 9,097百万円

（損益計算書関係）
1．関係会社との取引による収益

資金運用取引に係る収益総額 29百万円
役務取引等に係る収益総額 191百万円
その他業務・その他経常取引に係る収益総額 34百万円
その他の取引に係る収益総額 ―百万円
関係会社との取引による費用
資金調達取引に係る費用総額 0百万円
役務取引等に係る費用総額 0百万円
その他業務・その他経常取引に係る費用総額 ―百万円
その他の取引に係る費用総額 283百万円

2．営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下及び地価の下落した事業用資産等並びに移転・建替えの
決定に伴い除却を予定している資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額140百万円
を減損損失として特別損失に計上しております。

区 分 地 域 主な用途 種 類 減損損失
稼動資産 徳島県内 営業店舗等 ５か所 土地及び建物 135百万円

（うち土地 67百万円）
（うち建物 68百万円）

遊休資産 徳島県内 遊休資産 ２か所 土地 4百万円
合 計 140百万円

（うち土地 72百万円）
（うち建物 68百万円）

グルーピングの方法
資産のグルーピングの方法は、管理会計上の最小区分である営業店単位（ただし、連携して営業を行っ

ている営業店グループは当該グループ単位）で行っております。
回収可能価額の算定方法

資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、「不動産鑑定評価基準」に準拠して
評価した額から処分費用見込額を控除して算定しております。ただし、移転・建替えの決定に伴い除却を
予定している資産については回収可能価額を零としております。
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3．関連当事者との取引
子会社及び関連会社等

種類
会社等
の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社 阿波銀保証
株式会社 徳島市 110 信用保証

業務
所有
直接 100

各種ローンの
被債務保証取引
役員の兼任

ローン債権
の被保証 232,180 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
阿波銀保証株式会社より、当行の住宅ローン等について保証を受けております。
なお、保証条件については、商品ごとに保証対象の住宅ローン等の信用リスク等を勘案し、決定しており

ます。

（株主資本等変動計算書関係）
1．自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当事業年度期首
株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数 摘要

自 己 株 式
普 通 株 式 1,305 450 152 1,603 （注）１,２
合 計 1,305 450 152 1,603

（注）1．当事業年度期首及び当事業年度末の自己株式数には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株式が210
千株及び202千株、従持信託が保有する当行株式が259千株及び114千株含まれております。
2．普通株式数の増加450千株は、単元未満株式の取得０千株及び市場買付け450千株によるものであり
ます。
普通株式数の減少152千株は、単元未満株式の売却０千株、役員報酬ＢＩＰ信託による当行株式の交

付等８千株及び従持信託による当行株式の売却144千株によるものであります。
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（有価証券関係）
貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権

が含まれております。
1．売買目的有価証券（2022年３月31日現在）
該当ありません。

2．満期保有目的の債券（2022年３月31日現在）
該当ありません。

3．子会社・子法人等株式等及び関連法人等株式等（2022年３月31日現在）
貸借対照表計上額
（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

子会社・子法人等株式及び出資金 ― ― ―
関連法人等株式及び出資金 ― ― ―
合 計 ― ― ―
（注）上表に含まれない市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

貸借対照表計上額
（百万円）

子会社・子法人等株式及び出資金 14,101
関連法人等株式及び出資金 87
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4．その他有価証券（2022年３月31日現在）

種 類 貸借対照表計上額
（百万円）

取 得 原 価
（百万円）

差 額
（百万円）

貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

株 式 120,480 46,912 73,567
債 券 247,170 240,741 6,429
国 債 116,184 112,330 3,853
地 方 債 75,921 74,651 1,269
短期社債 ― ― ―
社 債 55,065 53,759 1,305
その他 203,163 187,004 16,159
小 計 570,815 474,658 96,156

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

株 式 4,872 5,529 △657
債 券 267,490 272,037 △4,546
国 債 57,598 59,672 △2,073
地 方 債 91,847 92,627 △779
短期社債 ― ― ―
社 債 118,043 119,737 △1,693
その他 170,158 177,640 △7,482
小 計 442,520 455,207 △12,686

合 計 1,013,335 929,866 83,469
（注）上表に含まれない市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額

貸借対照表計上額
（百万円）

非上場株式 5,751
組合出資金 8,861
組合出資金については「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号2019

年７月４日）第27項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

5．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）
該当ありません。
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6．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）
売 却 額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株 式 4,082 1,442 348
債 券 27,315 122 103
国 債 9,830 79 11
地 方 債 9,717 7 48
短期社債 ― ― ―
社 債 7,767 34 44
その他 43,619 1,469 1,722
合 計 75,017 3,034 2,175

7．減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価証券

の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められない
ものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として
処理（以下、「減損処理」という。）しております。
当事業年度における減損処理額は95百万円（うち、株式93百万円、その他２百万円）であります。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価に比べて50％以上下落した

場合、又は、30％以上50％未満下落した場合において、過去の一定期間における時価の推移並びに当該発
行会社の業績等を勘案した基準により行っております。
なお、上記のほか、市場価格のない株式等及び組合出資金の減損処理額は63百万円（うち、株式63百万

円、その他－百万円）であります。
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（税効果会計関係）
1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。
繰延税金資産
貸倒引当金 9,755百万円
減価償却 692百万円
繰延ヘッジ損益 10百万円
その他 2,334百万円
繰延税金資産小計 12,793百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △2,317百万円
評価性引当額小計 △2,317百万円
繰延税金資産合計 10,475百万円
繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △245百万円
その他有価証券評価差額金 △25,205百万円
その他 △3百万円
繰延税金負債合計 △25,454百万円
繰延税金負債の純額 △14,978百万円

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 6,707円45銭
１株当たりの当期純利益金額 263円42銭
（注）1．役員報酬ＢＩＰ信託及び従持信託が保有する当行株式は株主資本において自己株式として計上し

ており、１株当たりの純資産額及び１株当たりの当期純利益金額の算定上、期末発行済株式総数並
びに期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
当事業年度において控除した当該自己株式の期末株式数は317千株（うち役員報酬ＢＩＰ信託

202千株、従持信託114千株）、期中平均株式数は388千株（うち役員報酬ＢＩＰ信託204千株、
従持信託183千株）であります。
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連結株主資本等変動計算書（2021
2022

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 23,452 20,106 176,045 △3,529 216,075
当期変動額
剰余金の配当 △1,696 △1,696
親会社株主に帰属する
当期純利益 11,112 11,112

自己株式の取得 △960 △960
自己株式の処分 △0 389 389
土地再評価差額金の取崩 8 8
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)
当期変動額合計 ― ― 9,424 △571 8,852
当期末残高 23,452 20,106 185,469 △4,100 224,927
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（単位：百万円）
その他の包括利益累計額

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

退職給付に
係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当期首残高 73,194 △1,528 5,134 18 76,819 292,894
当期変動額
剰余金の配当 △1,696
親会社株主に帰属する
当期純利益 11,112

自己株式の取得 △960
自己株式の処分 389
土地再評価差額金の取崩 8
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) △14,819 1,503 △8 △18 △13,343 △13,343

当期変動額合計 △14,819 1,503 △8 △18 △13,343 △4,490
当期末残高 58,375 △24 5,126 ― 63,476 288,404
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連結注記表

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

連結計算書類の作成方針
子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に基づいており

ます。
1．連結の範囲に関する事項
（1）連結される子会社及び子法人等 ６社

会社名
阿波銀保証株式会社
阿波銀カード株式会社
阿波銀コンサルティング株式会社
阿波銀コネクト株式会社
阿波銀リース株式会社
あわぎん成長企業投資事業有限責任組合

（2）非連結の子会社及び子法人等 １社
会社名
あわぎん６次産業化投資事業有限責任組合
非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持

分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企
業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲
から除外しております。

2．持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の非連結の子会社及び子法人等

該当事項はありません。
（2）持分法適用の関連法人等

該当事項はありません。
（3）持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 １社

会社名
あわぎん６次産業化投資事業有限責任組合
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（4）持分法非適用の関連法人等 ３社
会社名
四国アライアンスキャピタル株式会社
Ｓｈｉｋｏｋｕブランド株式会社
あわぎん地方創生投資事業有限責任組合
持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等並びに関連法人等は、当期純損益（持分に見合う額）、利益

剰余金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象か
ら除いても連結計算書類に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いております。

3．のれんの償却に関する事項
のれんの償却については、発生年度に全額償却しております。

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
1．会計方針に関する事項
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、持分法非適
用の非連結子会社・子法人等株式及び持分法非適用の関連法人等株式については移動平均法による原価法、
その他有価証券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等につ
いては移動平均法による原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

（2）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
当行のデリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

（3）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
有形固定資産は、定額法を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 19年～50年
そ の 他 ４年～８年

② 無形固定資産
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行

並びに連結される子会社及び子法人等における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。
③ リース資産

当行の所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期
間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価
保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

（4）貸倒引当金の計上基準
当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権
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及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお
書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可
能性が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額（以下、「非保全額」という。）に対
する予想損失額を計上しております。予想損失額は、３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の
一定期間における平均値に基づく予想損失率により算定しており、予想損失率には、当行が必要と認める
下限値を設定しております。
上記以外の債権については、今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上して

おり、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平
均値に基づく予想損失率により算定しております。
「資本的劣後ローン（早期経営改善特例型）」や「十分な資本的性質が認められる借入金」については、
「資本性適格貸出金に対する貸倒見積高の算定及び銀行等金融機関が保有する貸出債権を資本性適格貸出金
に転換した場合の会計処理に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第32号
2020年９月９日）に基づき、「劣後性を有する資本性適格貸出金の回収可能見込額をゼロとみなして貸倒
見積高を算定する方法」により算定しております。
また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先以外の債権のうち、「宿泊業」、「飲食業」など新型コロナウイ

ルス感染症の影響が大きい業種の一定の条件に該当する債務者に係る債権については、次のとおり予想損
失額を算定しております。
① 条件変更を行っていない債務者については、債権額に、条件変更を行った際に発生が見込まれる信

用リスクの増加を勘案した予想損失率を乗じた額を計上
② 条件変更を行っている債務者については、債務者区分に応じた予想損失額に加え、非保全額に一定
の毀損率を乗じた額を計上

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立
した資産監査部署が査定結果を監査しております。
連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、資産の自己査定結果に基づき、一般債権については過

去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。
なお、当行は、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価

額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額
しており、その金額は18,610百万円であります。

（5）賞与引当金の計上基準
連結される子会社及び子法人等の賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対す

る賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。
（6）役員賞与引当金の計上基準

当行の役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、
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当連結会計年度に帰属する額を計上しております。
（7）役員退職慰労引当金の計上基準

連結される子会社及び子法人等の役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、
役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計
上しております。

（8）株式報酬引当金の計上基準
当行の株式報酬引当金は、役員への当行株式の交付等に備えるため、株式交付規程に基づき、役員に対

する株式給付債務の見込額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しており
ます。

（9）睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
当行の睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備える

ため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり、必要と認める額を計上しております。
（10）偶発損失引当金の計上基準

当行の偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶発事象に対し、将来発生する可能
性のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。

（11）退職給付に係る会計処理の方法
当行並びに連結される子会社及び子法人等はリスク分担型企業年金制度及び確定拠出年金制度を採用し

ており、要拠出額をもって費用処理をしております。
（12）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。
（13）収益及び費用の計上基準
（イ）ファイナンス・リース取引に係る収益及び費用の計上基準

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
（ロ）顧客との取引に係る収益の計上方法

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）及び「収益認識に関する会計
基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号2021年３月26日）を適用しており、約束した財又はサ
ービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益
を認識しております。
当行並びに連結される子会社及び子法人等は、次の５つのステップを適用し顧客との取引に関する収

益を認識しています。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。
当行並びに連結される子会社及び子法人等の顧客との取引に関する収益は、主として約束した財又は

サービスの支配が顧客に移転した時点で認識される取引サービスに係るものであり、為替業務等に係る
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手数料、資金取引等に係る手数料、証券業務等に係る手数料、代理業務等に係る手数料、その他銀行サ
ービスの提供等に係る手数料等が含まれます。

（14）重要なヘッジ会計の方法
（イ）金利リスク・ヘッジ

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品
会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号
2022年３月17日。以下、「業種別委員会実務指針第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによってお
ります。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる
預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ
特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッ
ジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。なお、ヘッジ手段とヘッ
ジ対象の条件がほぼ同一のヘッジについては、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動又はキャッ
シュ・フロー変動をほぼ相殺しているため、有効性の評価を省略しております。
また、これらのヘッジ関係に、「LIBORを参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱い」（実務対応

報告第40号2022年３月17日）を適用しております。
（ロ）為替変動リスク・ヘッジ

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業におけ
る外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務
指針第25号2020年10月８日。以下、「業種別委員会実務指針第25号」という。）に規定する繰延ヘッジ
によっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減
殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨
建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘ
ッジの有効性を評価しております。

（15）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

会計方針の変更
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用
し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込ま
れる金額で収益を認識することといたしました。これによる影響額はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい
う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企
業会計基準第10号2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定
める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これにより、その他有価証券のうち市
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場価格のある株式の期末日の時価について、期末月１カ月の市場価格の平均に基づいて算定された価額から、
期末日の市場価格に基づいて算定された価額に変更しております。

重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度

に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
1．貸倒引当金
（1）当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した額

貸倒引当金 19,414百万円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
① 算出方法

貸倒引当金の算出方法は、「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項」「1．会計方針に関す
る事項（4）貸倒引当金の計上基準」に記載しております。
② 主要な仮定

主要な仮定は、「債務者の将来の業績見通し」であります。「債務者の将来の業績見通し」は、各債務
者の収益獲得能力を個別に評価し、設定しております。また、新型コロナウイルス感染症の経済への影
響については、2022年度は、全体としては前年度並み若しくは若干低下するものの、「宿泊業」、「飲食
業」など特定の業種においては依然として影響が大きく、当該業種の債務者については、他の業種と比
べて信用リスクが高まると仮定し、貸倒引当金を算定しております。これによる追加引当額は785百万
円であります。

③ 翌連結会計年度に係る連結計算書類に及ぼす影響
個別貸出先の業績変化及び新型コロナウイルス感染症の経済への影響が、当連結会計年度末の見積り

に用いた仮定と大きく異なる場合は、翌連結会計年度に係る連結計算書類における貸倒引当金に重要な
影響を及ぼす可能性があります。

追加情報
（役員報酬ＢＩＰ信託）

当行は、中長期的な業績の向上と企業価値増大への貢献意識を高めることを目的とし、取締役（監査等委員
である取締役及び社外取締役である者を除く。）及び執行役員（取締役と併せて以下、「取締役等」という。）
を対象に、「役員報酬ＢＩＰ信託」による業績連動型株式報酬制度を導入しております。
1．取引の概要
当行が定める株式交付規程に基づき、取締役等に対し、業績及び役位に応じてポイントを付与し、そのポ

イントに応じた当行株式及びその換価処分金相当額の金銭を退任時に信託を通じて交付及び給付します。
2．信託が保有する当行の株式に関する事項
（1）信託が保有する当行の株式は、株主資本において自己株式として計上しております。
（2）信託における当連結会計年度末の帳簿価額は704百万円であります。
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（3）信託が保有する当行の株式の当連結会計年度末の株式数は202千株であります。

（信託型従業員持株インセンティブ・プラン）
当行は、当行のグループ職員を対象に、当行グループの中長期的な企業価値向上へのインセンティブを付与

すると同時に、福利厚生の増進策として、持株会の拡充を通じた職員の株式取得及び保有を促進することによ
る資産形成支援を目的とし、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」を導入しております。
1．取引の概要
当行は信託銀行に「阿波銀グループ職員持株会専用信託」（以下、「従持信託」という。）を設定し、従持信

託は、その設定後３年間にわたり「阿波銀グループ職員持株会」（以下、「持株会」という。）が取得すると見
込まれる数の当行株式を予め取得します。その後は、従持信託から持株会に対して継続的に当行株式の売却
が行われるとともに、信託終了時点で従持信託内に株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益
相当額が残余財産として受益者適格要件を満たす職員に分配されます。
なお、当行は、従持信託が当行株式を取得するための借入に対し保証をしているため、当行株価の下落に

より、従持信託内に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点において従持信託内に当該株式売却損相当の
借入金残債がある場合は、保証契約に基づき、当行が当該残債を弁済することになります。
2．信託が保有する当行の株式に関する事項
（1）信託が保有する当行の株式は、株主資本において自己株式として計上しております。
（2）信託における当連結会計年度末の帳簿価額は286百万円であります。
（3）信託が保有する当行の株式の当連結会計年度末の株式数は114千株であります。
3．総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額
総額法の適用により計上された借入金の当連結会計年度末の帳簿価額は337百万円であります。

（退職給付制度）
当行並びに連結される子会社及び子法人等は、2021年４月１日に確定給付企業年金制度を「退職給付に関

する会計基準」（企業会計基準第26号2016年12月16日）第４項に定める確定拠出制度に分類されるリスク分
担型企業年金へ移行しております。移行に伴う会計処理については、「リスク分担型企業年金の会計処理等に
関する実務上の取扱い」（実務対応報告第33号2016年12月16日）及び「退職給付制度間の移行等に関する会
計処理」（企業会計基準適用指針第１号2016年12月16日）並びに「退職給付制度間の移行等の会計処理に関
する実務上の取扱い」（実務対応報告第２号2007年２月７日）を適用しております。これにより、当連結会計
年度の特別利益として「退職給付制度終了益」44百万円を計上しております。
また、当行において設定しておりました退職給付信託を解約しております。
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注記事項
（連結貸借対照表関係）
1．無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の国債に
56,166百万円含まれております。
2．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、
債権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について
保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるもの
に限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金、支払承諾見返、リース債権及びリ
ース投資資産の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有
価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 16,384百万円
危険債権額 27,497百万円
三月以上延滞債権額 254百万円
貸出条件緩和債権額 7,328百万円
合計額 51,464百万円
破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事

由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従

った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債
権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産

更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれ
らに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

（表示方法の変更）
「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（2020年１月24日内閣府令第３号）が2022年３月31日
から施行されたことに伴い、銀行法の「リスク管理債権」の区分等を、金融機能の再生のための緊急措置に
関する法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。
3．手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け
入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しており
ますが、その額面金額は、6,812百万円であります。
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4．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 313,062百万円
担保資産に対応する債務
預金 12,695百万円（日本銀行代理店契約によるもの）
債券貸借取引受入担保金 40,945百万円
借用金 254,000百万円

上記のほか、為替決済、公金事務取扱等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券
1,578百万円及びその他資産20,049百万円（中央清算機関差入証拠金20,000百万円、その他の資産49百
万円）を差し入れております。
また、その他資産には、金融商品等差入担保金11,507百万円及び保証金274百万円が含まれております。

5．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合
に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約
であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、384,093百万円であります。このうち原契約期間が
１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが370,558百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあり
ません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行
並びに連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすること
ができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を
徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に
応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
6．土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業用の土地の再評
価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負
債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日 1999年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公

布政令第119号）第２条のうち第１号に定める地価公示価
格、第２号に定める基準地標準価格に基づいて、奥行価格
補正、時点修正等合理的な調整を行って算出。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業
用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 7,584百万円

7．有形固定資産の減価償却累計額 32,817百万円
8．有形固定資産の圧縮記帳額 734百万円
9．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証
債務の額は19,198百万円であります。
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（連結損益計算書関係）
1．「その他の経常収益」には、株式等売却益2,661百万円を含んでおります。
2．「その他の経常費用」には、貸出金償却27百万円、株式等売却損505百万円及び株式等償却165百万円を
含んでおります。
3．営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下及び地価の下落した事業用資産等並びに移転・建替えの
決定に伴い除却を予定している資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額140百万円
を減損損失として特別損失に計上しております。

区 分 地 域 主な用途 種 類 減損損失
稼動資産 徳島県内 営業店舗等 ５か所 土地及び建物 135百万円

（うち土地 67百万円）
（うち建物 68百万円）

遊休資産 徳島県内 遊休資産 ２か所 土地 4百万円
合 計 土地及び建物 140百万円

（うち土地 72百万円）
（うち建物 68百万円）

グルーピングの方法
当行の資産のグルーピングの方法は、管理会計上の最小区分である営業店単位（ただし、連携して営業

を行っている営業店グループは当該グループ単位）で行っております。また、連結される子会社及び子法
人等は各社を一つの単位としてグルーピングを行っております。
回収可能価額の算定方法

資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、「不動産鑑定評価基準」に準拠し
て評価した額から処分費用見込額を控除して算定しております。ただし、移転・建替えの決定に伴い除却
を予定している資産については回収可能価額を零としております。
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（連結株主資本等変動計算書関係）
1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当連結会計年度期首
株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数 摘 要

発 行 済 株 式
普 通 株 式 43,240 ― ― 43,240
合 計 43,240 ― ― 43,240
自 己 株 式
普 通 株 式 1,305 450 152 1,603 (注)１,２
合 計 1,305 450 152 1,603

（注）1．当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の自己株式数には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当行株
式が210千株及び202千株、従持信託が保有する当行株式が259千株及び114千株含まれております。
2．自己株式の普通株式数の増加450千株は、単元未満株式の取得０千株及び市場買付け450千株による
ものであります。
自己株式の普通株式数の減少152千株は、単元未満株式の売却０千株、役員報酬ＢＩＰ信託による当

行株式の交付等８千株及び従持信託による当行株式の売却144千株によるものであります。
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2．配当に関する事項
（1）当連結会計年度中の配当金支払額

（決 議） 株 式 の 種 類 配当金の
総 額

１株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2021年５月14日
取締役会 普通株式 848百万円 20.00円 2021年３月31日 2021年６月10日

2021年11月12日
取締役会 普通株式 848百万円 20.00円 2021年９月30日 2021年12月６日

合 計 1,696百万円
（注）1．2021年５月14日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託及び従持信託が保有す

る当行株式に対する配当金がそれぞれ４百万円及び５百万円含まれております。
2．2021年11月12日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託及び従持信託が保有す
る当行株式に対する配当金がそれぞれ４百万円及び３百万円含まれております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの

（決 議） 株式の
種類

配当金の
総 額 配当の原資 １株当たり

配 当 額 基 準 日 効力発生日

2022年５月13日
取締役会 普通株式 943百万円 その他

利益剰余金 22.50円 2022年３月31日 2022年６月10日

（注）配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託及び従持信託が保有する当行株式に対する配当金がそれぞれ４百
万円及び２百万円含まれております。
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（金融商品関係）
1．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当行グループは、銀行業務を中心にリース業務などの金融サービスを提供しており、主に預金で調達し
た資金を、貸出金や有価証券などで運用しております。
この金融資産及び金融負債の健全かつ効率的運営を行うため、資産・負債の総合管理（ＡＬＭ）を実施

し、その一環としてデリバティブ取引を行っております。
（2）金融商品の内容及びそのリスク

当行グループが保有する金融資産は、主として国内の法人及び個人に対する貸出金であり、国内景気や
融資先の経営状況の悪化等によってもたらされる信用リスクを内包しております。なお、当行グループの
与信内容は、特定の先に集中することなく小口分散されております。また、有価証券は、債券、株式、投
資信託等に投資しており、これらは、それぞれ発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格の変
動リスクを内包しております。なお、当行グループは、安全性の高い国債、地方債等を中心にポートフォ
リオを組成しております。
当行グループが保有する金融負債は、主として国内の法人及び個人からの預金であり、風評等に伴う予

期せぬ資金流出により必要な資金の確保が困難になる流動性リスクを内包しております。なお、当行グル
ープでは、資金の逼迫をもたらすことのないよう、資産の健全性と信用の維持・向上に努めるほか、常に
余裕を持った資金繰りを行っております。
当行のデリバティブ取引には、金利スワップ取引、通貨スワップ取引、為替予約取引、通貨オプション

取引及び債券先物取引等があります。これらは、資産・負債に係る将来の金利変動、価格変動及び為替変
動のリスクを回避しつつ、収益を確保するとともに多様な金融サービスに対するお客さまのニーズに応え
ることを目的として行っております。
当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、業種別委員会実務指針第

24号に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺す
るヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の
（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘ
ッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしてお
ります。なお、ヘッジ手段とヘッジ対象の条件がほぼ同一のヘッジについては、ヘッジ開始時及びその後
も継続して相場変動又はキャッシュ・フロー変動をほぼ相殺しているため、有効性の評価を省略しており
ます。
また、当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、業種別委

員会実務指針第25号に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外
貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等を
ヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が
存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。
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なお、デリバティブ取引には市場リスクや信用リスクを内包しておりますが、当行のデリバティブ取引
は、銀行業務の健全な運営に資するものに限定しており、仕組みが複雑で投機的な取引は行っておりませ
ん。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
当行の金融商品に係るリスク管理体制については、以下のとおりであります。なお、連結される子会社

及び子法人等におけるリスク管理体制については、当行のリスク管理体制に準じております。
① 信用リスクの管理

当行では、「信用リスク管理方針」を定め、各部門において適切にリスク管理を実行し、信用リスク
を有する資産の健全性の維持・向上、及び最適なポートフォリオの構築に努めております。また、信用
リスク管理手法の見直しを継続的に行い、その高度化を図っております。
資産の健全性を維持・向上させるため、本部審査部門は従来から一貫して営業推進部門等からの独立

性を確保し、適切な審査・管理を行う態勢としております。また、リスク統括部が信用格付・自己査定
の検証、与信ポートフォリオ管理等により、営業店や本部審査部門に対して牽制機能を発揮するととも
に、信用格付・自己査定制度の更なる充実に取組んでおります。
② 市場リスクの管理
イ 金利リスク、価格変動リスク及び為替変動リスクの管理

当行では、「経営体力の範囲内で適正な市場リスクをとり、収益の安定的向上を図るため、当行の
有する市場リスクを的確に把握するとともに、経営体力、業務の規模・特性に見合った管理・コント
ロールを実施する」を基本方針とし、管理態勢の充実に努め、市場リスクの最適化を図っておりま
す。
市場担当部署では、市場取引を行う部署（フロントオフィス）と事務管理・リスク管理を行う部署

（バックオフィス・ミドルオフィス）を分離した形で設置し、ミドルオフィスが定期的に損益状況や
市場リスクを計測し、経営陣に報告する態勢としております。
また、担当部署とは独立した部署（リスク統括部）においてもリスク量、損益状況等をモニタリン

グし、定期的にＡＬＭ委員会に報告するとともに、今後の対応についても協議を行う等、リスク管理
の一層の強化に努めております。
具体的な管理手法としては、ＶａＲ（バリュー・アット・リスク）法を用いて、金利リスク、価格

変動リスク及び為替変動リスクの統合管理を行っております。
また、円金利リスクについては、預金・貸出金を含めた銀行全体でのリスクをギャップ分析、現在

価値分析、ＢＰＶ（ベーシス・ポイント・バリュー）法などによりきめ細かく管理しております。
ロ 市場リスクに係る定量的情報

当行では、市場リスクに関するＶａＲの算定にあたっては、分散共分散法（保有期間60営業日
（政策株式は120営業日）、信頼区間99％、観測期間250営業日）を採用しております。
当連結会計年度末における市場リスク量（損失額の推計値）は、全体で71,980百万円であります。
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なお、預貸金の金利リスクについては、流動性預金のうち、引き出されることなく長期間滞留する
預金をコア預金として、内部モデルにより最長10年の満期に振り分け、金利リスクを認識しており
ます。
また、当行では、モデルが算出するＶａＲと仮想損益（リスク量計測時点のポートフォリオを固定

した場合に保有期間後に発生したと想定される損益）を比較するバックテスティングを定期的に実施
しており、使用する計測モデルは十分な精度により市場リスクを捕捉しているものと考えておりま
す。ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量
を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できな
い場合があります。

③ 調達に係る流動性リスクの管理
当行では、資金の逼迫をもたらすことのないよう資産の健全性と信用の維持に努めるほか、常に余裕

を持った資金繰りを行うことができるよう資金調達や運用状況の分析を日々綿密に行うとともに、国債
等の換金性の高い資産については健全な保有比率を維持しております。
また、資金繰り逼迫時の対応をまとめた危機管理対策を予め策定し、流動性リスク管理に万全を期し

ております。
（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価
額が異なることもあります。
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2．金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。な

お、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注１）参照）。
また、現金預け金、コールローン及び買入手形、外国為替（資産・負債）、コールマネー及び売渡手形並

びに債券貸借取引受入担保金は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略
しております。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

（1）買入金銭債権 1,398 1,398 ―
（2）有価証券

満期保有目的の債券 ― ― ―
その他有価証券 1,015,286 1,015,286 ―

（3）貸出金 2,117,033
貸倒引当金（＊1） △18,518

2,098,514 2,106,060 7,545
（4）リース債権及びリース投資資産 28,935

貸倒引当金（＊1） △802
28,132 30,087 1,955

資産計 3,143,332 3,152,833 9,500
（1）預金 3,167,043 3,167,174 131
（2）譲渡性預金 133,504 133,506 1
（3）借用金 266,375 266,353 △22
負債計 3,566,923 3,567,034 111
デリバティブ取引（＊2）
ヘッジ会計が適用されていないもの （5,071） （5,071） ―
ヘッジ会計が適用されているもの（＊3） （8,234） （8,234） ―

デリバティブ取引計 （13,306） （13,306） ―
（＊1）貸出金並びにリース債権及びリース投資資産に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除して

おります。
（＊2）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項
目については、（ ）で表示しております。
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（＊3）ヘッジ対象である貸出金等の相場変動の相殺のためにヘッジ手段として指定した金利スワップ等であり、
主に繰延ヘッジを適用しております。なお、これらのヘッジ関係に、「LIBORを参照する金融商品に関する
ヘッジ会計の取扱い」（実務対応報告第40号2022年３月17日）を適用しております。

（注１）市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情
報の「その他有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）
区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式（＊1）（＊2） 7,601
組合出資金（＊3） 8,975
（＊1）非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号

2020年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。
（＊2）当連結会計年度において、非上場株式について72百万円減損処理を行っております。
（＊3）組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号

2019年７月４日）第27項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（注２）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
７年以内

７年超
10年以内 10年超

買入金銭債権 1,397 ― ― ― ― ―
有価証券
満期保有目的の債券 ― ― ― ― ― ―
その他有価証券のうち満期があるもの 101,450 182,374 112,778 82,894 89,426 170,101
貸出金（＊1） 422,640 398,914 331,998 242,512 264,249 394,169
リース債権及びリース投資資産（＊2） 8,318 11,914 6,313 1,238 457 107

合 計 533,808 593,203 451,090 326,645 354,132 564,378
（＊1）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めない42,985百

万円、期間の定めのないもの19,562百万円は含めておりません。
（＊2）リース債権及びリース投資資産のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定

額が見込めない585百万円は含めておりません。また、期間の定めのないものはありません。
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（注３）社債、借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
７年以内

７年超
10年以内 10年超

預金（＊） 3,000,610 145,207 19,116 623 1,485 ―
譲渡性預金 133,504 ― ― ― ― ―
借用金 243,871 20,518 1,864 72 50 ―

合 計 3,377,985 165,725 20,980 695 1,535 ―
（＊）預金のうち、要求払預金については、「１年以内」に含めて開示しております。

3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
当連結会計年度（2022年３月31日）

（単位：百万円）
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
買入金銭債権 ― ― 201 201
有価証券
その他有価証券
国債・地方債等 173,782 167,769 ― 341,552
社債 ― 154,196 18,912 173,109
株式 127,504 ― ― 127,504
その他（＊1） 55,097 175,077 ― 230,174

デリバティブ取引（＊2）
金利関連 ― 1,727 ― 1,727
通貨関連 ― 6,082 ― 6,082

資産計 356,384 504,853 19,114 880,351
デリバティブ取引（＊2）
金利関連 ― 1,859 ― 1,859
通貨関連 ― 19,256 ― 19,256

負債計 ― 21,116 ― 21,116
（＊1）「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号2019年７月４日）第26項に

定める経過措置を適用した投資信託等については、上記表には含めておりません。連結貸借対照表におけ
る当該投資信託等の金額は142,945百万円であります。

（＊2）ヘッジ対象である貸出金等の相場変動の相殺のためにヘッジ手段として指定した金利スワップ等であり、
主に繰延ヘッジを適用しております。なお、これらのヘッジ関係に、「LIBORを参照する金融商品に関する
ヘッジ会計の取扱い」（実務対応報告第40号2022年３月17日）を適用しております。
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（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
当連結会計年度（2022年３月31日）

（単位：百万円）
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
買入金銭債権 ― ― 1,197 1,197
貸出金 ― ― 2,106,060 2,106,060
リース債権及びリース投資資産 ― ― 30,087 30,087

資産計 ― ― 2,137,345 2,137,345
預金 ― 3,167,174 ― 3,167,174
譲渡性預金 ― 133,506 ― 133,506
借用金 ― 255,425 10,928 266,353

負債計 ― 3,556,106 10,928 3,567,034

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
資 産
買入金銭債権

買入金銭債権のうち、信託受益権については、有価証券に準じて算定しております。また、ファクタ
リングについては、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額を時価としております。当該時価はレベル３の時価に分類しております。

有価証券
有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時価に分

類しております。主に上場株式や国債がこれに含まれます。
公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に分類しており

ます。主に地方債、社債、その他の証券がこれに含まれます。
相場価格が入手できない場合には、将来キャッシュ・フローの割引現在価値法などの評価技法を用い

て時価を算定しております。評価に当たっては観察可能なインプットを最大限利用しており、インプッ
トには、TIBOR、スワップ金利等が含まれます。また、社債のうち銀行保証付私募債のインプットには、
信用スプレッド（発行体の内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規引受を行
った場合に想定される利率）が含まれます。なお、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等
については、保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日に
おける連結貸借対照表上の債券等計上額から貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を時
価としております。算定に当たり重要な観察できないインプットを用いている場合には、レベル３の時
価に分類しております。
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貸出金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行

後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお
ります。固定金利によるものは、信用スプレッド（貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごと
に、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率）で割り引いて時価を算定してお
ります。なお、約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額を時価としております。また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等について
は、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日に
おける連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価
額を時価としております。貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済
期限を設けていないものについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似して
いるものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。当該時価はレベル３の時価に分類してお
ります。

リース債権及びリース投資資産
リース債権及びリース投資資産については、債務者区分ごとに貸倒実績率等を考慮した将来キャッシ

ュ・フローを、連結決算日時点の市場金利で割り引いて時価を算定しております。なお、破綻先、実質
破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見
積高を算定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金
計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。当該時価はレベル３の時価に
分類しております。

負 債
預金、及び譲渡性預金

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしておりま
す。また、変動金利定期預金、規制定期預金、非居住者円定期預金及び外貨定期預金については、重要
性が乏しいこと等から、当該帳簿価額を時価としております。定期性預金及び譲渡性預金の時価は、そ
の種類及び期間ごとに区分して、将来キャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。
その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。なお、預入期間が短期間
（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
当該時価はレベル２の時価に分類しております。

借用金
借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行並びに連結される子

会社及び子法人等の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似している
と考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。また、約定期間が短期間（１年以内）のもの
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は、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。当該時価はレベル
２の時価に分類しております。
固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を同様の借入におい

て想定される利率で割り引いて現在価値を算定し、時価としております。当該時価はレベル３の時価に
分類しております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時

価に分類しており、主に債券先物取引や金利先物取引がこれに含まれます。
ただし、大部分のデリバティブ取引は店頭取引であり、公表された相場価格が存在しないため、取引の

種類や満期までの期間に応じて割引現在価値法やブラック・ショールズ・モデル等の評価技法を利用して
時価を算定しております。それらの評価技法で用いている主なインプットは、金利や為替レート、ボラテ
ィリティ等であります。観察できないインプットを用いていない又はその影響が重要でない場合はレベル
２の時価に分類しており、ブレイン・バニラ型の金利スワップ取引、通貨スワップ取引、通貨オプション
取引、為替予約取引等が含まれます。

（注２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に関する情報
（1）重要な観察できないインプットに関する定量的情報（2022年３月31日現在）

区分 評価技法 重要な観察できない
インプット インプットの範囲 インプットの

加重平均
有価証券
その他有価証券

社債 割引現在価値法 信用スプレッド 0.4447179％～
3.0155407％ 1.1135471％

（2）期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益（2022年３月31日現在）
（単位：百万円）

区分 期首残高

当期の損益又は
その他の包括利益 購入、売

却、発行
及び決済
の純額

レベル３の
時価への
振替

レベル３の
時価からの
振替

期末残高

当期の損益に計上した
額のうち連結貸借対照
表において保有する金
融資産及び金融負債の
評価損益（＊1）

損益に計上
（＊1）

その他の
包括利益に
計上（＊2）

買入金銭債権 319 ― △1 △116 ― ― 201 ―

有価証券

その他有価証券

社債 18,886 △2 19 8 ― ― 18,912 ―
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（＊1）連結損益計算書の「その他業務費用」に含まれております。
（＊2）連結包括利益計算書の「その他の包括利益」の「その他有価証券評価差額金」に含まれております。

（3）時価の評価プロセスの説明
当行グループはリスク管理部門において時価の算定に関する方針及び手続を定めており、これに沿って

各取引部門が時価を算定しております。算定された時価は、評価部門において、時価の算定に用いられた
評価技法及びインプットの妥当性並びに時価のレベルの分類の適切性を検証しております。検証結果は毎
期リスク管理部門に報告され、時価の算定の方針及び手続に関する適切性が確保されております。
時価の算定に当たっては、個々の資産の性質、特性及びリスクを最も適切に反映できる評価モデルを用

いております。また、第三者から入手した相場価格を利用する場合においても、利用されている評価技法
及びインプットの確認や類似の金融商品の時価との比較等の適切な方法により価格の妥当性を検証してお
ります。

（4）重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明
社債のうち銀行保証付私募債の時価の算定で用いている重要な観察できないインプットは、信用スプレ

ッドであります。このインプットの著しい増加（減少）は、それ単独では、時価の著しい低下（上昇）を
生じさせることとなります。

（収益認識関係）
1．顧客との契約から生じる収益を分解した情報（2022年３月31日）

（単位：百万円）
報告セグメント

調整額 連結損益計算書
計上額銀行業 リース業 計

役務取引等収益 8,193 ― 8,193 ― 8,193
預金・貸出業務 1,028 ― 1,028 ― 1,028
為替業務 1,458 ― 1,458 ― 1,458
証券関連業務 2,293 ― 2,293 ― 2,293
代理業務 1,022 ― 1,022 ― 1,022
その他 2,390 ― 2,390 ― 2,390
顧客との契約から生じる
経常収益 8,193 ― 8,193 ― 8,193

上記以外の経常収益 44,974 14,770 59,745 △0 59,745
外部顧客に対する経常収益 53,168 14,770 67,939 △0 67,938
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2．収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 1．会計方

針に関する事項（13）収益及び費用の計上基準」に記載の通りです。

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 6,926円75銭
１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額 265円38銭
（注）役員報酬ＢＩＰ信託及び従持信託が保有する当行株式は株主資本において自己株式として計上してお
り、１株当たりの純資産額及び１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額の算定上、期末発行
済株式総数並びに期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
当連結会計年度において控除した当該自己株式の期末株式数は317千株（うち役員報酬ＢＩＰ信託

202千株、従持信託114千株）、期中平均株式数は388千株（うち役員報酬ＢＩＰ信託204千株、従持
信託183千株）であります。
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